
様式１－１

【財務情報等の公表】

家庭的保育事業 設置主体 安木　多希子

　　法定福利費支出 0円 0円

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

　給付費・委託費収入 9,142,440円 9,087,086円

　保育士等キャリアアップ補助金収入 816,000円 816,000円

　保育サービス推進事業補助金収入 360,000円 0円

　　土地・建物賃借料支出 0円 0円

　　租税公課支出 102,650円 102,650円

　　業務委託費支出 0円 0円

　　賃借料支出 0円 0円

　　通信運搬費支出 306,337円 324,123円

　　広告費支出 0円 0円

　　水道光熱費支出 33,890円 31,421円

　　修繕費支出 0円 31,125円

　　事務消耗品費支出 31,797円 40,125円

　　印刷製本費支出 0円 0円

　　旅費交通費支出 41,349円 27,088円

　　研修研究費支出 2,280円 11,854円

　事務費支出 1,064,327円 1,099,150円

　　福利厚生費支出 189,914円 152,008円

　　消耗器具備品費支出 62,605円 1,169,539円

　　その他の支出【児童の傷害保険料、災害共済掛金、保育システム契約料】 23,105円 176,135円

　　水道光熱費支出 135,561円 125,686円

　　給食費支出 735,153円 663,553円

　　保健衛生費支出 120,139円 191,847円

　人件費支出 7,027,500円 7,283,600円

　事業費支出 1,162,892円 2,477,603円

　　保育材料費支出 86,329円 150,843円

　　職員給料支出 4,560,000円 4,800,000円

　　職員賞与支出 620,000円 616,000円

　　非常勤職員給与支出 1,847,500円 1,867,600円

　　派遣職員費支出 0円 0円

　　退職給付支出 0円 0円

事業活動収入計 (1) 10,766,765円 12,107,556円

　その他の補助金収入 48,000円 1,516,000円

　利用料収入 398,800円 568,430円

施設（事業）種別 事業所名 安木　多希子

　施設（事業）の収支【令和２年度実績】　

　科目 前年度 交付対象年度

　その他の収入（寄付金収入、雑収入等） 1,525円 120,040円



　科目 前年度 交付対象年度

　令和２年度における施設（事業）データ

事業活動収入に占める人件費の割合　②÷①×100 65.3% 60.2%

事業活動収入 (1)・・・① 10,766,765円 12,107,556円

　人件費支出・・・② 7,027,500円 7,283,600円

保育従事職員数　（4月1日時点） 4人 5人

職員の平均経験年数 15年 16年

定員　（4月1日時点） 3人 3人

在籍児童数　（4月1日時点） 3人 3人

前期末支払資金残高 (11) 3,631,137円 5,143,183円

当期末支払資金残高 (10)＋(11) 5,143,183円 6,390,386円

その他の活動資金収支差額  (9)＝(7)－(8) 0円 0円

当期資金収支差額合計 (10)＝(3)＋(6)＋(9) 1,512,046円 1,247,203円

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
収
支

　その他の活動による支出 0円 0円

その他の活動支出計 (8) 0円 0円

　積立資産支出 0円 0円

　事業区分間・拠点区分間・サービス区分間繰入金支出 0円 0円

　その他の活動による収入 0円 0円

その他の活動収入計 (7) 0円 0円

施設整備等資金収支差額　(6)＝(4)－(5) 0円 0円

　積立資産取崩収入 0円 0円

　事業区分間・拠点区分間・サービス区分間繰入金収入 0円 0円

施設整備等支出計 (5) 0円 0円

　設備資金借入金元金償還支出 0円 0円

　固定資産取得支出 0円 0円

0円 0円

施設整備等収入計 (4) 0円 0円

事業活動資金収支差額  (3)＝(1)－(2) 1,512,046円 1,247,203円

　その他施設整備等による支出 0円 0円

施
設
整
備
等
に
よ
る
収
支

　施設整備等補助金収入 0円 0円

　設備資金借入金収入 0円 0円

　　その他の支出【職員の賠償・傷害保険料、都区会費他】 356,110円 378,756円

事業活動支出計 (2) 9,254,719円 10,860,353円

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

　その他施設整備等による収入（寄附金収入、固定資産売却収入等）


